
報告第２０号 

 

一般社団法人五島市農林総合開発公社の経営状況について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により別紙

のとおり一般社団法人五島市農林総合開発公社の経営状況を報告する。 

令和２年９月２３日提出 

五島市長 野 口 市太郎  
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一般社団法人 五島市農林総合開発公社 

 

 



（一社）五島市農林総合開発公社概要 

 

１．目 的 

五島市における農林業の振興を図るため、経営感覚に優れた農林業の担い手の育成・

確保、地域営農体制の確立、農用地の有効利用、地域の特徴と資源を活用した産業の振

興等を積極的に推進するための諸事業を実施するとともに、市内における委託業務の推

進により、地域経済の安定と地域の特性を活かした個性と魅力あるまちづくりを推進し、

住民の福祉の増進に寄与することを目的とする。 

 

２．組   織 

本公社は、市全域を活動範囲とする農業公社を基本としながら、各事業所を設け、  

地域の実情に応じた事業展開を行う。経営形態は一般社団法人である。 

① 構 成・・・・・正会員、特別会員、賛助会員をもって構成する。 

② 役 員・・・・・五島市副市長、五島市産業振興部長、ごとう農業協同組合長等を      

もって構成する。 

理事（３名）、監事（１名） 

③ 事務局・・・・・公社事業を総括管理するために事務局を設置する。 

所在地：五島市福江町１番１号 五島市役所内 

④ 職 員・・・・・事務局長（１名。五島市産業振興部農林課課長補佐が兼務）  

           事務員（１名。五島市産業振興部農林課職員が兼務） 

 

３．設 立   設立年月日  平成８年３月２９日 社団法人として設立 

 

４．一般社団法人へ移行   移行年月日  平成２６年４月１日 一般社団法人へ移行 

 

５．名 称 変 更    変更年月日  平成２７年６月２２日 

                      （一社）下五島農林総合開発公社から名称変更 

 

６．基 本 財 産   ９１，５００千円 

 

  出資内訳  五 島 市  出捐金   90,000 千円   旧 福 江 市  36,350 千円 

旧 富 江 町  13,760千円 

旧玉之浦町  10,690千円 

旧三井楽町  13,370千円 

旧 岐 宿 町  15,830千円 

ごとう農協  出捐金    1,500 千円 
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令和元年度事業報告書 

 

概 要 

 

 当公社は、平成８年開設以来、五島市における農業振興を図るため、経営感覚に優れた意欲ある農林

業の担い手育成・農用地の高度利用促進や新規作物及び新技術の積極的な導入・実証等による地域営農

体制の確立に取り組んで来た。 

 特に、主たる事業である担い手育成研修事業については、平成３０年度末までに５７名の研修修了生

を送り出し、令和元年度末時点で２９名が五島市で農業を営んでいる。 

 平成３０年度をもって人材育成事業、農作業受託事業及び地域特産物振興事業の３事業を廃止したた

め、令和元年度は、平成３０年度の残務処理及び鬼岳土地改良区における農地利用集積円滑化事業の農

地貸借の期間満了による更新処理等を実施した。 

 

 

【法人会計】 

平成３０年度末で公社職員を解雇し、県から借用していた事務所等も返還したことから、事務局を五

島市役所内に移設し、五島市産業振興部農林課職員が兼務する事務局長等で事務処理に当たった。 

平成３０年度の残務処理を行い、未払金の支払、未収金の回収及びごとう農業協同組合を脱退したこ

とに伴う出資金の払戻しの受入れ等を行った。 

また、公益目的支出計画に基づき実施していた人材育成事業の廃止に伴って当該計画の変更申請を行

い、公益目的財産残額に相当する金額５，４２４，９９６円を、一般社団法人及び一般財団法人に関す

る法律（平成１８年法律第４８号）第２３９条に基づき地方公共団体である五島市へ寄付し、当該計画

を終了した。 

 

 

【農地利用集積円滑化事業】 

 農地利用集積円滑化団体として、農地の中間保有機能を活用し、鬼岳土地改良区において、農地貸借

の期間満了による更新処理等を行った。 

 

管理耕作農地 ２２０，２１７㎡ 内、農地転貸 ２１６，９４９㎡ 

                内、転貸未貸付  ３，２６８㎡（９筆） 

公社所有農地  ３８，２１８㎡ 内、農地貸付  ３７，３３８㎡  

内、未貸付      ８８０㎡（１筆） 
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法人会計

１．収入の部 （単位：円）

予算額 決算額 増減 備考

運用財産収入 10 49 39 預金利息

雑収入 0 66,462 66,462
労働保険料還付金、輸送コスト支援事業補助金
（ブロッコリー分）、事故積立金払戻し（レタ
ス分）

当期収入合計（A） 10 66,511 66,501

２．支出の部 （単位：円）

予算額 決算額 増減 備考

管理費 105,000 5,618,915 5,513,915

寄付金 0 5,424,996 5,424,996 公益目的支出の残額を五島市へ寄付

租税公課 30,000 133,100 103,100 法人市県民税、登記料2回分、印鑑証明他

通信運搬費 10,000 1,575 ▲ 8,425 切手代

支払手数料 5,000 4,334 ▲ 666 振込手数料

会議費 20,000 10,910 ▲ 9,090 監事日当、総会時お茶代

使用料借上料 0 44,000 44,000 会計システム保守料

消耗品費 30,000 0 ▲ 30,000

雑費 10,000 0 ▲ 10,000

当期支出合計（B） 105,000 5,618,915 5,513,915

▲ 104,990 ▲ 5,552,404 ▲ 5,447,414

令和元年度　収支計算書

平成３1年４月１日から令和２年３月３１日まで

当期収支差額（A）-（B）
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その他会計（農地利用集積円滑化事業）
１．収入の部 （単位：円）

予算額 決算額 増減 備考

雑収入 1,310,000 1,308,109 ▲ 1,891 鬼岳土地改良区転貸分賃借料

当期収入合計（A） 1,310,000 1,308,109 ▲ 1,891

２．支出の部 （単位：円）

予算額 決算額 増減 備考

事業費 492,000 398,153 ▲ 93,847

人件費 32,000 0 ▲ 32,000

消耗品費 10,000 0 ▲ 10,000

燃料費 20,000 0 ▲ 20,000

通信運搬費 30,000 4,266 ▲ 25,734 文書送付代

使用料借上料 370,000 368,087 ▲ 1,913 鬼岳土地改良区経常賦課金

租税公課 30,000 25,800 ▲ 4,200 農地固定資産税

当期支出合計（B） 492,000 398,153 ▲ 93,847

818,000 909,956 91,956

令和元年度　収支計算書
平成３1年４月１日から令和２年３月３１日まで

当期収支差額（A）-（B）
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（単位：円）

予算額 決算額 増減 備考

Ⅰ事業活動収支の部

１事業活動収入

 法人会計 10 66,511 66,501

 その他会計 農地利用集積円滑化事業 1,310,000 1,308,109 ▲ 1,891

事業活動収入計 1,310,010 1,374,620 64,610

２事業活動支出

 法人会計 105,000 5,618,915 5,513,915

 その他会計 農地利用集積円滑化事業 492,000 398,153 ▲ 93,847

事業活動支出計 597,000 6,017,068 5,420,068

事業活動収支差額 713,010 ▲ 4,642,448 ▲ 5,355,458

Ⅱ投資活動収支の部

１投資活動収入

投資活動収入計

２投資活動支出

投資活動支出計

投資活動収支差額

Ⅲ財務活動収支の部

１財務活動収入

　借入金収入 0

財務活動収入計 0

２財務活動支出

　借入金返済支出 0

財務活動支出計 0

財務活動収支差額 0

Ⅳ予備費支出 0

当期一般正味財産増減額 713,010 ▲ 4,642,448 ▲ 5,355,458

一般正味財産期首残高 ▲ 252,726 ▲ 252,726 0

一般正味財産期末残高 460,284 ▲ 4,895,174 ▲ 5,355,458

令和元年度　収支計算書
平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで

科　　目
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（単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

　　　基本財産運用益 0 8,525 ▲ 8,525

　　　雑収入 1,374,571 2,216,442 ▲ 841,871

　　　受取会費 0 60,000 ▲ 60,000

　　　受取利息 49 49 0

　　　事業収入 0 0 0

　　　補助金収入 0 11,278,385 ▲ 11,278,385

　　　販売収入 0 2,712,134 ▲ 2,712,134

　　　受託収入 0 3,533,002 ▲ 3,533,002

経常収益計 1,374,620 19,808,537 ▲ 18,433,917

（２）経常費用

事業費

　　　給料手当 0 6,967,679 ▲ 6,967,679

　　　臨時雇賃金 0 808,000 ▲ 808,000

　　　退職給付費用　　　 0 2,994,041 ▲ 2,994,041

　　　福利厚生費 0 1,228,851 ▲ 1,228,851

　　　通信運搬費 4,266 95,547 ▲ 91,281

　　　使用料借上料 368,087 462,800 ▲ 94,713

　　　消耗品費 0 325,921 ▲ 325,921

　　　研修生支援手当 0 200,000 ▲ 200,000

　　　支払手数料 0 680,057 ▲ 680,057

　　　修繕費 0 1,631,385 ▲ 1,631,385

　　　燃料費 0 544,323 ▲ 544,323

　　　水道光熱費 0 87,785 ▲ 87,785

　　　支払保険料 0 138,710 ▲ 138,710

　　　研修費 0 95,739 ▲ 95,739

　　　租税公課 25,800 1,208,280 ▲ 1,182,480

　　　減価償却費 0 351,399 ▲ 351,399

事業費計 398,153 17,820,517 ▲ 17,422,364

管理費

　　　給料手当 0 1,041,149 ▲ 1,041,149

　　　退職給付費用　　　 0 447,389 ▲ 447,389

　　　福利厚生費 0 183,623 ▲ 183,623

　　　旅費交通費 0 21,870 ▲ 21,870

　　　通信運搬費 1,575 130,255 ▲ 128,680

　　　使用料借上料 44,000 495,352 ▲ 451,352

　　　消耗品費 0 46,486 ▲ 46,486

正味財産増減計算書

科　　　目

平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで
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（単位：円）

当年度 前年度 増減

寄付金 5,424,996 0 5,424,996

　　　修繕費 0 30,920 ▲ 30,920

　　　水道光熱費 0 202,258 ▲ 202,258

　　　支払保険料 0 1,640 ▲ 1,640

　　　租税公課 133,100 22,950 110,150

　　　支払手数料 4,334 11,556 ▲ 7,222

　　　支払報酬費 0 518,400 ▲ 518,400

　　　支払利息 0 ▲ 6,944 6,944

　　　会議費 10,910 75,000 ▲ 64,090

　　　雑費 0 3,000 ▲ 3,000

　　　減価償却費 0 29,179 ▲ 29,179

管理費計 5,618,915 3,254,083 2,364,832

経常費用計 6,017,068 21,074,600 ▲ 15,057,532

▲ 4,642,448 ▲ 1,266,063 ▲ 3,376,385

当期経常増減額 ▲ 4,642,448 ▲ 1,266,063 ▲ 3,376,385

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

固定資産売却益 0 9,737,595 ▲ 9,737,595

経常外収益計 0 9,737,595 ▲ 9,737,595

（２）経常外費用

固定資産除却損 0 452,030 ▲ 452,030

固定資産売却損 0 73,581 ▲ 73,581

前期損益修正損 170,900 0 170,900

経常外費用計 170,900 525,611 ▲ 525,611

当期経常外増減額 ▲ 170,900 9,211,984 9,041,084

当期一般正味財産増減額 ▲ 4,813,348 7,945,921 ▲ 12,759,269

一般正味財産期首残高 13,287,519 5,341,598 7,945,921

一般正味財産期末残高 8,474,171 13,287,519 ▲ 4,813,348

Ⅱ指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

Ⅲ正味財産の部 8,474,171 13,287,519 ▲ 4,813,348

評価損益等調整前当期計上増減額

科　　　目
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（単位：円）
当年度 前年度 増減

Ⅰ資産の部
１．流動資産

現金 0 11,073 ▲ 11,073
普通預金 511,554 11,793,127 ▲ 11,281,573
未収金 8,033,617 9,099,601 ▲ 1,065,984
前払金 0 0 0
立替金 0 0 0

流動資産合計 8,545,171 20,903,801 ▲ 12,358,630
２．固定資産
（１）基本財産

構築物 15,690,700 15,690,700 0
構築物減価償却累計額 15,690,700 15,690,700 0

※Ａ 0 0 0
車両運搬具 6,288,202 6,288,202 0
車両運搬具減価償却累計額 6,288,202 6,288,202 0

※Ｂ 0 0 0
機械装置 37,332,230 37,332,230 0
機械装置減価償却累計額 37,332,230 37,332,230 0

※Ｃ 0 0 0
工具器具備品 1,711,710 1,711,710 0
工具器具備品減価償却累計額 1,711,710 1,711,710 0

※Ｄ 0 0 0
土地　　　　　　　　　　　※Ｅ 11,202,137 16,592,750 ▲ 5,390,613
電話加入権　　　　　　　　※Ｆ 0 0 0
出資金（ＪＡ）　　　　　　※Ｇ 0 1,178,877 ▲ 1,178,877

11,202,137 17,771,627 ▲ 6,569,490
（２）特定資産

特定資産合計
（３）その他の固定資産

その他の固定資産合計
固定資産合計 11,202,137 17,771,627 ▲ 6,569,490
資産合計 19,747,308 38,675,428 ▲ 18,928,120
Ⅱ負債の部
１．流動負債

未払金 71,000 8,607,888 ▲ 8,536,888
預かり金 11,202,137 16,780,021 ▲ 5,577,884
短期借入金 0 0 0

流動負債合計 11,273,137 25,387,909 ▲ 14,114,772
２．固定負債

長期借入金 0 0 0
退職給付積立金 0 0 0

固定負債合計 0 0 0
負債合計 11,273,137 25,387,909 ▲ 14,114,772
Ⅲ正味財産の部
１．指定正味財産 0
指定正味財産合計 0
（うち基本財産への充当額）
２．一般正味財産 8,474,171 13,287,519 ▲ 4,813,348
（うち特定資産への充当額）
正味財産合計 8,474,171 13,287,519 ▲ 4,813,348
負債及び正味財産合計 19,747,308 38,675,428 ▲ 18,928,120

貸借対照表
令和２年３月３１日現在

科　　　目

基本財産合計　※（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ）
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（単位：円）

Ⅰ資産の部

１．流動資産

現金　現金手許残高

普通預金　 511,554

未収金 8,033,617

立替金

前払金

流動資産合計 8,545,171

２．固定資産

（１）基本財産

構築物　

車両運搬具　

機械装置　

工具器具備品

繰延資産

土地 11,202,137

電話加入権

出資金（ＪＡ）

基本財産合計 11,202,137

（２）特定資産

特定資産合計

（３）その他の固定資産

その他の固定資産合計

固定資産合計

19,747,308

Ⅱ負債の部

１．流動負債

未払金 71,000

預かり金 11,202,137

短期借入金

流動負債合計 11,273,137

２．固定負債

長期借入金

退職給付引当金

固定負債合計

負債合計 11,273,137

正味財産 8,474,171

財産目録

令和２年３月３１日現在

科目 金額

資産合計
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令 和 ２ 年 度 事 業 計 画 

 

【概要】 

 五島市における農業振興を図るため、経営感覚に優れた意欲ある農林業の担い手育成・農用地の高度

利用促進や新規作物及び新技術の積極的な導入・実証等による地域営農体制の確立に取り組んできたが、

主たる実施事業である担い手育成研修事業のほか、その他事業の農作業受託事業、地域特産物振興事業

を平成３０年度をもって廃止した。 

令和２年度は、令和元年度に引き続き、農地集積のための土地の賃貸借の仲介を行う農地集積円滑化

事業について、同様の仲介事業を実施している農地中間管理機構への移行を行っていく。 

  

 

【法人会計】 

法人税及び消費税の申告、未収金の管理等を適正に実施する。 

 

 

【農地利用集積円滑化事業】 

 農地円滑化団体として農地の中間保有機能を活用し、鬼岳土地改良区において貸借の斡旋及び遊休農

地の管理を行ってきたが、地主・耕作者それぞれの賃貸借契約の解約手続を行い契約を終了させ、中間

管理機構等への移行を行っていく。 

 また、公社所有農地については、引き続き農地の売払いを行っていく。 
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１．収入の部 （単位：円）

会計区分 事業区分 元年度予算 2年度予算 増減 備考

法人会計 10 10 0

その他会計 農地利用集積円滑化事業 1,313,231 1,290,000 ▲ 23,231

収入合計（Ａ） 1,310,010 1,290,010 ▲ 23,231

２．支出の部 （単位：円）

会計区分 事業区分 元年度予算 2年度予算 増減 備考

法人会計 105,000 180,000 75,000

その他会計 農地利用集積円滑化事業 492,000 480,000 ▲ 12,000

支出合計（Ｂ） 597,000 660,000 63,000

（単位：円）

元年度予算 2年度予算 増減 備考

713,010 630,010 ▲ 83,000収支差額（Ａ－Ｂ）

令和２年度　収支予算書

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで
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法人会計

１．収入の部 （単位：円）

元年度予算 2年度予算 増減 備考

運用財産収入 10 10 0 預金利息

雑収入 0 0 0

当期収入合計（A） 10 10 0

２．支出の部 （単位：円）

元年度予算 2年度予算 増減 備考

管理費 105,000 180,000 75,000

消耗品費 30,000 0 ▲ 30,000

使用料借上料 0 44,000 44,000 会計システム保守料

租税公課 30,000 101,000 71,000 法人市県民税71,000円、印紙代、登記簿謄本代

通信運搬費 10,000 10,000 0 切手代

支払手数料 5,000 5,000 0 振込手数料、預金残高証明手数料

会議費 20,000 10,000 ▲ 10,000 監事日当

雑費 10,000 10,000 0

当期支出合計（B） 105,000 180,000 75,000

▲ 104,990 ▲ 179,990 ▲ 75,000

その他会計（農地利用集積円滑化事業）

１．収入の部 （単位：円）

元年度予算 2年度予算 増減 備考

雑収入 1,310,000 1,290,000 ▲ 20,000 鬼岳土地改良区転貸分賃借料

当期収入合計（A） 1,310,000 1,290,000 ▲ 20,000

２．支出の部 （単位：円）

元年度予算 2年度予算 増減 備考

事業費 492,000 480,000 ▲ 12,000

人件費 32,000 32,000 0 人夫賃＠8,000×4日＝32,000

消耗品費 10,000 0 ▲ 10,000

燃料費 20,000 20,000 0 農地管理燃料代

通信運搬費 30,000 30,000 0 文書送付代

使用料借上料 370,000 368,000 ▲ 2,000 鬼岳土地改良区賦課金

租税公課 30,000 30,000 0 固定資産税25,800円、印紙代・証明証紙代

当期支出合計（B） 492,000 480,000 ▲ 12,000

818,000 810,000 ▲ 8,000

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

令和２年度　収支予算書

当期収支差額（A）-（B）

当期収支差額（A）-（B）
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